
企業対象調査票- 「機械」関連分野（問3-1）   
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企業対象調査票- 「建築」関連分野（問3-1）   
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企業対象調査票- 「土木」関連分野（問3-1）    
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企業対象調査票- 「化学・材料」関連分野（問3-1）   

資4-37



資4-38



企業対象調査票- 「情報・通信」関連分野（問3-1）   
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企業対象調査票- 「バイオ」関連分野（問3-1）   
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調査票発送封筒： 
【大学対象】 

外封筒： 

内封筒： 

資5-1

資料5)　調査票発送資料



【企業対象】 

「電気・電子」関連分野の例： 
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御礼兼催促はがき： 
 
【大学対象】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【企業対象】 
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調査票依頼文【大学対象】： 
 
 
 

事 務 連 絡 
平成 27 年 12 月 9 日 

各国公私立大学御担当者 殿 
 

文部科学省高等教育局専門教育課 
 
 
平成 27 年度「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」に関する調査の実施について（依頼） 

各大学におかれましては、平素より高等教育の振興等に御理解と御協力いただき、厚く御礼申し上げます。

少子高齢化により、生産年齢人口が減少する中で、今後とも我が国の持続的な発展のためには、イノベーシ

ョンを担う理工系人材の育成が重要です。高等教育においては、学究的な専門性の追求のみならず、高度の

技術開発やグローバルな経営を担うために必要な質の高い職業能力を身につけさせることが求められています。

これらを踏まえ文部科学省では、理工系大学・大学院におけるプロフェッショナル教育を推進するため、平成

２７年度「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」を工学分野における理工系人材育成の在り方に関する

調査・研究として国立大学法人千葉大学に委託し実施します。

つきましては、各大学におかれましては、御多忙中のこととは存じますが、本調査の趣旨を御理解いただき、

是非御協力を賜りますよう、よろしくお願いします。

 
なお、本調査の委託先である千葉大学は、調査した事項の秘密の厳守及び当該調査以外への使用禁止につ

いての義務を有していることを申し添えます。 
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平成 27 年 12 月 

研究科長、学部長 殿 
文部科学省「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」 

工学分野における理工系人材育成の在り方に関する調査研究実行委員会 

千葉大学大学院工学研究科 調査研究事業推進室 
〒263-8522 千葉市稲毛区弥生町 1−33 

電話：043−290−3067 
メール：kougaku-jinzai@chiba-u.jp 

 

「工学分野における理工系人材育成の在り方に関する調査研究」 
アンケート調査へのご協力のお願い 

 

拝啓 ますますご健勝のこととお喜び申し上げます。 

文部科学省では，イノベーションを担う理工系人材の育成が重要であるという認識のもと，理工系人

材育成の在り方に関する調査・研究を行っています。これを受け，このたび，千葉大学では，全国の理

工系大学（175 大学）と理工系新卒者の受入れ企業（約 10,000 社）を対象としたアンケート調査を実施

することになりました。 

貴大学も本調査の対象とさせていただいており，先日ご案内のはがきをお送りした次第です。調査票

は，「電気・電子」「機械」「建築」「土木」「化学・材料」「情報・通信」「バイオ」の７分野に分かれてお

り，該当関連分野の学科長・専攻長等にそれぞれお答えいただきたいと考えております。 

つきましては，同封の調査票入り内封筒を，各関連分野の学科長・専攻長等また

は教務担当の教員の先生に至急お渡しいただきたく，お願い申し上げます。 

ご回答の期限は 12 月 18 日（金）にさせていただいております。ご回答いただく項目が多い上に

お時間が少なく大変恐縮ですが，ご理解をいただければ幸甚です。 

なお，お答えいただいた内容は，大学名が特定できない形で処理いたしますので，ご迷惑をおかけす

ることはございません。ご記入後の調査票は，各分野別の内封筒に同封した返信用封筒（切手不要）に

て，ご回答いただいた先生方より直接ポストにご投函いただきたくお願い申し上げます。 

調査結果は，企業対象の調査結果と合わせて，みなさまにご覧いただけるよう，来年度，千葉大学の

web サイトにて公表する予定でおります。 

年の暮れ，ご多忙の折に大変恐縮ですが，本調査へのご理解・ご協力を賜りたく、よろしくお願い

申し上げます。 
敬具 
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調査票依頼文【企業対象】： 
 
 
 

事 務 連 絡 
平成 28 年 1 月 4 日 

貴社 技術部門担当者 殿 
 

文部科学省高等教育局専門教育課 
 
 
平成 27 年度「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」に関する調査の実施について（依頼） 

平素より大学教育の振興等に御理解と御協力いただき、厚く御礼申し上げます。

少子高齢化により、生産年齢人口が減少する中で、今後とも我が国の持続的な発展のためには、イノベーシ

ョンを担う理工系人材の育成が重要です。高等教育においては、学究的な専門性の追求のみならず、高度の

技術開発やグローバルな経営を担うために必要な質の高い職業能力を身につけさせることが求められています。

これらを踏まえ文部科学省では、理工系大学・大学院におけるプロフェッショナル教育を推進するため、平成

２７年度「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」を工学分野における理工系人材育成の在り方に関する

調査・研究として国立大学法人千葉大学に委託し実施します。

本調査は、全国の約 ， 社の企業を対象として、機械、電気・電子、建築、土木、化学、バイオ、情

報・通信の各専門分野に関連する内容をお聞きするものです。各企業の担当部署に置かれましては、本調査

の趣旨を御理解の上、御協力下さいますようお願いいたします。 
 
なお、本調査の委託先である千葉大学は、調査した事項の秘密の厳守及び当該調査以外への使用禁止につ

いての義務を有していることを申し添えます。 
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平成 28 年 1 月 

貴社 技術部門 ご担当者 様 
文部科学省「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」 

工学分野における理工系人材育成の在り方に関する調査研究実行委員会 

千葉大学大学院工学研究科 調査研究事業推進室 
〒263-8522 千葉市稲毛区弥生町 1−33 

電話：043−290−3067 
メール：kougaku-jinzai@chiba-u.jp 

 

「工学分野における理工系人材育成の在り方に関する調査研究」 
アンケート調査へのご協力のお願い 

 

拝啓 ますますご健勝のこととお喜び申し上げます。 

文部科学省では，イノベーションを担う理工系人材の育成が重要であるという認識のもと，理工系人

材育成の在り方に関する調査研究を行っています。これを受け，このたび，千葉大学では，全国の理工

系新卒者受入れ企業（従業員 100 人以上／約 10,000 社）と全国の理工系大学（175 大学）を対象とし

たアンケート調査を実施することになりました。 

貴社技術部門も本調査の対象とさせていただいております。理工系新卒者を受け入れている技術部門

の方にお答えいただきたく，お願い申し上げる次第です。 

調査票冒頭に記したとおり，本調査の調査票は，「電気・電子」「機械」「建築」「土木」「化学・材料」

「情報・通信」「バイオ」の７分野に分かれており，各社への分野の割り当ては，総務省の日本標準産業

分類を元に行いました。もし，貴部門が実際に取り組んでおられる主な分野とまったく関連しない分野

の調査票をお送りしてしまっている場合は，どうぞご容赦ください。各分野に特有の設問は問 3-1 の一

部のみですので，この設問以外についてお答えいただければ幸いです。 

ご回答の期限は 1 月 15 日（金）です。ご回答いただく項目が多い上にお時間が少なく大変恐縮で

すが，ご理解をいただければ幸甚です。 

なお，お答えいただいた内容は，企業名・部門名が特定できない形で処理いたしますので，ご迷惑を

おかけすることはございません。ご記入後の調査票は，同封した封筒（切手不要）にて，直接ポストに

ご投函いただきたくお願い申し上げます。 

調査結果は，大学対象の調査結果と合わせて，みなさまにご覧いただけるよう，来年度，千葉大学の

web サイトにて公表する予定でおります。 

ご多忙の折に大変恐縮ですが，本調査へのご理解・ご協力を賜りたくよろしくお願い申し上げます。 

敬具 
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